
～ 比較法研究所 活動紹介 共同研究③「EU 法最新動向研究」～ 

 

比較法研究所の実施する共同研究についてご紹介します。3 回目は、「EU 法最新動向研究」のお話を伺

いました。ご協力くださったのは代表者の中村民雄先生です。 

 

― 研究会の特徴を教えてください。 

 この研究会は、比較法研究所の事業となる以前の 1999 年から前任校の

東京大学において実施してきた歴史があります。当時は、EU 法に対する

理解が広まっていない状況だったので、自分の力で EU 法を研究できるよ

うになること、言ってみれば「使いものになる EU 法」を目指してやって

きました。実務家の方や政治学の院生さんも参加してくれていることが

その表れですね。 

 

― 研究会はどのようにして進められているのでしょうか。 

 判例研究会の形です。重要な判例をピックアップし、当番を決めて、報告し

てもらい、議論を深めます。例えば、最近では「忘れられる権利」について扱い

ました。研究成果は、法律時報に「EU 法判例研究」として隔月連載として公表

もしています。『EU 法基本判例集』の改訂も随時行っていく予定です。 

 

 

―EU 法は初心者には勉強が難しいというイメージがありますが、勉強のコツはありますか。 

 そうですね（笑）難しいと感じるのは、EU が新しい統治体だからでしょう。EU はもちろん国家であり

ません。しかしかといって国連のような国際組織に近いかというと、それよ

りはずっと強い拘束力を持っていますね。そういった全体のイメージを最初

は捉えるといいですね。また、EU 判例の学習にあたっては、EU の立法権限が

非常に強い法分野と必ずしもそうではない分野の濃淡を意識してみることも

有用でしょう。EU による立法権限が非常に強い分野には競争法がありますが、

そうではない分野もあり、その濃淡に応じて裁判所のスタンスも異なります。 

 

ありがとうございました。 

 

（編集より）日本評論社から出版されている『EU 法判例基本集』を、授業で使われた方も多いと思いま

す。そのような身近な教材がこの研究会の成果だと知り、新鮮な驚きでし

た。実際に見学させていただいた研究会では、欧州中央銀行によるユーロ

圏の国債買入決定（OMT 決定）を巡り、ドイツ連邦裁判所と欧州司法裁判

所の対立が調整され、解消されていった経緯が報告されました。国内裁判

所と欧州司法裁判所の関係という従来からある論点を最新の事例の下で熱

心に分析されている 8 名の参加者の姿が印象的でした。 


